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正誤表／ �

誤 正
P72　下から ４ 行目　「ム」→「ン」

P95　式（ ４ － ９ ）変更

P96　式（ ４ －１０）変更

P��4　下から６行目　「＝ RΣW sinα」移動

P��5　式（ ５ － ６ ）変更

るなど，水による影響を受けないように十分な排水対策を行う。改良材による

土質安定処理は，処理土が固結した場合，補強材の引抜き抵抗機構に影響し，

補強土壁の特徴である柔構造としての挙動が期待できなくなる。さらに，固結

した処理土の透水性は低いため，不用意に用いた場合，補強土領域からの排水

が難しくなる。このため，改良材による安定処理土の適用に当たっては，補強

土のメカニズムや排水性に影響を与えることのないように適切な改良処理を行

うとともに，補強土壁の構造形式や使用条件，使用場所に応じて，その影響の

検討を行ったうえで適否を判定するものとし，安易に適用してはならない。

４ － ２ － ３ 　ジオテキスタイル

　ジオテキスタイルはその種類に応じて，補強，分離，濾過，排水，保護等の

５つの機能を有している。

①補強機能：ジオテキスタイルの持つ引張特性及び土との摩擦特性により土工

構造物の安定を向上させる機能

②分離機能：粒径の異なる土層の相互混入を防ぐ機能

③濾過機能：水の流れによる土粒子の移動を抑制し，水のみを通過させる機能

④排水機能：降雨や地盤中の余剰水，土工構造物の機能に不要な水を集水し，排

出する，あるいは，粘性土盛土中の過剰間隙水圧を消散する機能

⑤保護機能：構造物の部材の損傷を防ぐ機能，たとえばため池や廃棄物処理施

設などの底面をジオメンブレムで遮断する場合に，石の鋭利な角

などによるジオメンブレンの損傷を防ぐ機能

　本マニュアルでは，このうち，主として盛土材の強度不足を補うためにジオ

テキスタイルの補強機能を利用する引張補強材，及び高含水比の盛土材料を使

　補強土に用いるジオテキスタイルは，補強盛土や補強土壁等の安定に必

要な引張強度，引抜き抵抗力，施工時における耐衝撃性，土中環境下にお

ける耐久性，環境適合性，施工性等を有し，適切な品質管理のもとで製造

されたものを用いる。
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　ここに，

 FS ：常時の円弧すべりの安全率

 FSE ：地震時の円弧すべりの安全率

 MR ：常時の円弧すべり土塊の抵抗モーメント（kN･m/m）

 MRE ：地震時の円弧すべり土塊の抵抗モーメント（kN･m/m）

  　＝RΣ｛cl＋（W－ub）cosα tan ?｝

 R ：すべり円弧の半径（m）

 c ：土の粘着力（kN/m2）

 l ：分割片のすべり線の長さ（m）

 ? ：土のせん断抵抗角（°）

 W ：分割片の重量（kN/m）

 u ：間隙水圧（kN/m2）

 α ：分割片で切られたすべり線の中心とすべり円の中心を結ぶ直

線が鉛直線とのなす角度（°）

 b ：分割片の幅（m）

 MD ：常時の円弧すべり土塊の滑動モーメント（kN･m/m）

  　＝RΣW sinα

 MDE ：地震時の円弧すべり土塊の滑動モーメント（kN･m/m）

 ΔMR ：常時のジオテキスタイルの引張力による抵抗モーメント（kN･m/m）

 ΔMRE ：地震時のジオテキスタイルの引張力による抵抗モーメント（kN･m/m）

 T ：ジオテキスタイルの引張力（kN/m）

 kh ：設計水平震度
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MD
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MRE－RΣkhW sinα tan ＋RΣT
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?
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　常　時）
	 （ ５ － ３ ）

　地震時）

	 （ ５ － ４ ）

　ここに，

	 FS ：常時の円弧すべりの安全率

	 FSE ：地震時の円弧すべりの安全率

	 MR ：常時の円弧すべり土塊の抵抗モーメント（kN･m/m）

	 MRE ：地震時の円弧すべり土塊の抵抗モーメント（kN･m/m）

	 	 　＝RΣ｛cl＋（W－ub）cosα tan	φ｝

	 R ：すべり円弧の半径（m）

	 c ：土の粘着力（kN/m2）

	 l ：分割片のすべり線の長さ（m）

	 φ ：土のせん断抵抗角（°）

	 W ：分割片の重量（kN/m）

	 u ：間隙水圧（kN/m2）

	 α ：分割片で切られたすべり線の中心とすべり円の中心を結ぶ直

線が鉛直線とのなす角度（°）

	 b ：分割片の幅（m）

	 MD ：常時の円弧すべり土塊の滑動モーメント（kN･m/m）

	 MDE ：地震時の円弧すべり土塊の滑動モーメント（kN･m/m）

	 	 　＝RΣW sinα

	 ΔMR ：常時のジオテキスタイルの引張力による抵抗モーメント（kN･m/m）

	 ΔMRE ：地震時のジオテキスタイルの引張力による抵抗モーメント（kN･m/m）

	 T	 ：ジオテキスタイルの引張力（kN/m）

	 kh ：設計水平震度
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正誤表／ 2

誤 正
P��7　式（ ５ － ８ ）下　 ２ 行削除

２ 行削除

P�20　式（ ５ －１５）変更

P�24　図 ５ － ９ 変更

（ ５ － ８ ）

　ここに，

	 FSE ：地震時の円弧すべりに対する安全率

３）　敷設間隔の設定とジオテキスタイルの選定

　ジオテキスタイルの敷設間隔V，敷設枚数N及びジオテキスタイルの選定は，

必要な最大引張力及び １ 層あたりの締固め層厚，小段で区切られる盛土高さを

考慮し，合理的な敷設間隔，敷設枚数とジオテキスタイルの選定（引張強さ）

の組合せを適切に決定する。

　①　敷設間隔V，敷設枚数Nの設定

　のり面勾配が １ ：１．０より緩い場合，敷設間隔は等間隔とすることを原則

とする。また，のり面勾配を １ ：０．６ ～ １ ：１．０と急勾配化するには，「 ６ －

３ － ２ 　内的安定の検討」を準用して敷設間隔の設定を行う。

　補強盛土における最大敷設間隔及び最低敷設枚数は，原則，補強盛土の一

体化効果を期待した表 ５ － ５に示す値とする。なお，のり面勾配が １ ：１．０

より緩い場合では，盛土底面となる基礎地盤との境界面には，盛土の補強を

目的とするジオテキスタイルを敷設しなくてもよい。ただし， トラフィカビ

リティーが不足する場合や，基礎地盤を通過するすべりや基礎地盤の沈下が

懸念される場合には，ジオテキスタイルを敷設する。敷設枚数Nは，盛土高H，

敷設間隔Vより式（ ５ － ９ ）で表せる。また，のり面勾配が １：０．６ ～ １：１．０

の場合には，盛土材のこぼれ出しやのり面近傍では十分な転圧作業を行えない

ため，「 ４ － ２ － ４ 　壁面材」に準じた適切な壁面工及び壁面強化材を設ける。

（ ５ － ９ ）

（参考）

　最大敷設間隔を設定したのは，引張強度の大きなジオテキスタイルを粗く配

置した場合，補強材から隔たった領域では補強効果が十分発揮されず，先行し

た部分的な破壊の拡大により安定が損なわれる場合があるためである。補強盛

N＝ －1
H
V
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構築する場合や，片切り，片盛りとなる補強盛土では，表面水や浸透水の集中

によりのり面の侵食や洗掘，盛土材のこぼれ出し等の問題を生じやすいため，

適切な排水施設を設ける必要がある。ジオテキスタイル補強盛土における排水

施設の例を，図 ５－ ９に示す。

　なお，排水施設の検討に当たっては，排水工の調査から維持管理に関する事

項については「道路土工要綱　共通編　第 ２章　排水」1）に，盛土の表面排水

工及び地下排水工については「道路土工－盛土工指針」2）に，切土のり面での

表面排水工や地下排水工については「道路土工－切土工・斜面安定工指針」5）に，

横断排水施設については，「道路土工－カルバート工指針」6）によるものとする。

⑴　表面排水工

　表面排水とは，のり肩（路面等），のり面，隣接地から雨水や雪解水等によ

る表面水を排除することを指す。のり面を流下する表面水によるのり面の侵食

や，浸透水によるのり面の表層崩壊等を防ぐため，盛土や切土ののり面には植

生工やコンクリートブロック張り等ののり面保護対策を施す。また，のり肩排

図 ５ － ９ 　排水施設の例
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正誤表／ �

誤 正
P�48　ⅶの式　変更

T＝vKGσv＝vKG（γh＋w1＋w2）≦TA T＝VKGσv＝VKG（γh＋w1＋w2）≦TA

P�48　表 ５ － ９ 中変更

P�50　図 ５ －３１中変更
H1＝1.0ｍ H1’＝1.0ｍ

P�52　ⅵの式　変更

TE＝v（KG σv＋Δt）＝v｛KG（γh＋w1’＋w3）｝≦TAE TE＝V（KG σv＋Δt）＝V｛KG（γh＋w1’＋w3）｝≦TAE

P�52　表 ５ －１３中変更

P�5�　表 ５ －１４中変更
のり面からすべり面
までの距離LsE（m）

のり面からすべり面
までの距離LSE（m）

i h
（m）

v
（m） i h

（m）
V

（m）

i h
（m）

v
（m） i h

（m）
V

（m）



誤 正
P�56　図 ５ －３５　赤文字部分変更

正誤表／ 4

φ

φ

φ

φ



正誤表／ 5

誤 正
P202　下から ８ ～１０行削除

３ 行削除

P204　表 ６ － １ 中変更

P2�4　図 ６ －１５説明文変更
図 ６ －１５　分担範囲 v の設定の例 図 ６ －１５　分担範囲 V の設定の例

P2�9　式（ ６ －２８）（ ６ －２９）変更

P2�9　下から ９ 行目

v：ジオテキスタイルの分担範囲（m） V：深さ h におけるジオテキスタイルの分担範囲（m）

P242　上から ４ 行目

v：主補強材の敷設間隔（m） V：主補強材の敷設間隔（m）

P242　上から ５ 行目

設計安全率
常　時 地震時

４ － ３ 参照 ４ － ３ 参照

設計安全率
常　時 地震時

４ － ４ 参照 ４ － ４ 参照

事項」に従い，これまでの慣用的な本章の設計・施工法に従えば，以下のよう

に想定する作用に対し所定の性能を確保しているとみなせることとした。

　常時の作用に対して，「 ６ － ３ － ２　内的安定の検討」に従い，部材の安全

性と補強土壁の安定性を満足する場合には，常時の作用に対して性能 １を満足

している。

　降雨の作用に対する補強土壁の安定性は，補強土壁への雨水及び地下水等の

浸透水が大きく影響するが，一般には「 ６－ ４　排水施設」に従い適切に排水

工を設置し，「 ６ － ７　施工法」に従い入念な施工を実施することにより，補

強土壁の所定の安定性は確保されているとみなし，降雨の作用に対する安定性

の照査は省略してもよい。ただし，補強土壁の壁面の前後で水位差が生じるこ

とが予想される場合には，その影響を適切に考慮する。

　地震動の作用については，「 ６ － ２ － ６　地震の影響」を考慮して照査を行

うことを基本とするが，「 ６ － ２ － ６　地震の影響」を考慮して， ６ － ２ から

６－ ７に従えば以下のようにみなせる。

①　レベル１地震動に対する設計水平震度に対して ６－ ３に従い部材の安全

性と補強土壁の安定性を満足する場合には，レベル １地震動に対して性能

１を，レベル ２地震動に対して性能 ３を満足する。

②　レベル ２地震動に対する設計水平震度に対して ６－ ３に従い部材の安全

性と補強土壁の安定性を満足する場合には，レベル ２地震動に対して性能

２を満足する。

③　常時の作用に対して ６－ ３に従い，部材の安全性と補強土壁の安定性を

満足する場合には，地震動の作用に対する照査を行わなくてもレベル１地

震動に対して性能 ２を，レベル ２地震動に対して性能 ３を満足する。

　なお，レベル ２地震動に対する設計は，重要かつ万一被災した場合の復旧が

困難な補強土壁の中でも，極めて重大な二次的被害のおそれがあるものに対し

てのみ実施する。

　ジオテキスタイルを用いた補強土壁であっても，壁面工や基礎工等の構造が

本章には示されていない構造形式の補強土壁については，その力学的なメカニ
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（T）の λT＝ ０.７５T を，柔な壁面材では λT＝ ０.４T を連結部に作用する引張力

として，部材の照査を行えばよいものとする。これより連結部に生じる引張力

は，式（ ６ －２８），（ ６ －２９）より求め，連結部強度 TBW 以下であることを照査

する。

　　常　時）　　　     （ ６ －２８）

　　地震時）　   （ ６ －２９）

　　ここに， 

 T  ：連結部に作用する荷重（引張力）（kN/m）

　　　　　常　時）　　　 

　　　　　地震時）　　　 

FBW，FBWE は連結部の引張試験により求まる安全率である。

その評価法は，「付属資料－ １　 ３ . ３ . １  引張特性；（２） 

接続部及び連結部の引張特性」を参考とする。

 TA ，TAE  ：常時及び地震時におけるジオテキスタイルの設計引張強さ 

  　（kN/m）

 λ ：壁面材の種類に応じた補正係数

 v ：ジオテキスタイルの分担範囲（m）

 h ：ジオテキスタイルの盛土天端からの敷設深さ（m）

 γ ：盛土材料の単位体積重量（kN/m3）

２）　壁面強化材の設置

　主補強材となるジオテキスタイルの敷設間隔が壁面材の単位高さを超える

と，ジオテキスタイルと接続されない壁面材が現れる。しかし，壁面材の施工

時や完成後における壁面工の安定性を確保するため，図 ６ －２０に示すように，

壁面強化材を壁面材に連結する。その際，壁面強化材は，壁面材に作用する土

圧で引き抜けや破断しないことが求められ，壁面材の種類によらず壁表面から

（ ） BWGvG TwwwhvKvKT ≤+++== 321γλσλ

（（ ）） ｛　　　　　　　　  ｝ BWEGvGE TtwwhKvtKvT ≤Δ+++=Δ+= 31’γλσλ

BW

A
BW F

TT

BWE

AE
BWE F

TT
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（T）の λT＝ ０.７５T を，柔な壁面材では λT＝ ０.４T を連結部に作用する引張力

として，部材の照査を行えばよいものとする。これより連結部に生じる引張力

は，式（ ６ －２８），（ ６ －２９）より求め，連結部強度 TBW 以下であることを照査

する。

　　常　時）　　　     （ ６ －２８）

　　地震時）　   （ ６ －２９）

　　ここに， 

 T  ：連結部に作用する荷重（引張力）（kN/m）

　　　　　　　　　　常　時）　　　 

　　　　　　　　　　地震時）　　　 

FBW，FBWE は連結部の引張試験により求まる安全率である。

その評価法は，「付属資料－ １ 　 ３ . ３ . １  引張特性；（２） 

接続部及び連結部の引張特性」を参考とする。

 TA ，TAE  ：常時及び地震時におけるジオテキスタイルの設計引張強さ 

  　（kN/m）

 λ ：壁面材の種類に応じた補正係数

 V ：深さ h におけるジオテキスタイルの分担範囲（m）

 h ：ジオテキスタイルの盛土天端からの敷設深さ（m）

 γ ：盛土材料の単位体積重量（kN/m3）

２）　壁面強化材の設置

　主補強材となるジオテキスタイルの敷設間隔が壁面材の単位高さを超える

と，ジオテキスタイルと接続されない壁面材が現れる。しかし，壁面材の施工

時や完成後における壁面工の安定性を確保するため，図 ６ －２０に示すように，

壁面強化材を壁面材に連結する。その際，壁面強化材は，壁面材に作用する土

圧で引き抜けや破断しないことが求められ，壁面材の種類によらず壁表面から

（ ） BWGvG TwwwhVKVKT ≤+++== 321γλσλ

（（ ）） ｛　　　　　　　　  ｝ BWEGvGE TtwwhKVtKVT ≤Δ+++=Δ+= 31’γλσλ

BW

A
BW F

TT

BWE

AE
BWE F

TT
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　　ここに，	

	 W	：主補強材間の抜け出し土塊重量（kN/m）

	 γ	 ：盛土材料の単位体積重量（kN/m3）

	 v	 ：主補強材の敷設間隔（m）

	 lw	：主補強材間ののり面の長さ（m） θcos
vlw = 　　	

	 r	 ：崩壊半径（m）
cos2

wlr 　　	

	 θ	 ：壁面の傾斜角（rad）

	 kh	：設計水平震度

　　　Tavail,	TavailE	：壁面強化材が発揮可能な引張力（kN/m）

　常時及び地震時における壁面強化材の引張力 Tavailは，式（ ６ －３５），式（ ６

－３６）に示すように，壁面強化材の設計引張強さ TA，TAEと引抜き抵抗力 TP，

TPEのうち小さい方の値を用いる。

　　　常　時）　Tavail ＝ min（TA，TP）　																				　	　						 （ ６ －３５）

　　　地震時）　TavailE＝ min（TAE，TPE）																														 （ ６ －３６）

　常時及び地震時における壁面強化材の引抜き抵抗力 TP，TPEは，式（ ６－３７），

式（ ６－３８）及び式（ ６－３９），式（ ６－４０）より求める。

　・壁面強化材と土の摩擦特性が引抜き試験などで求められない場合

　　　常　時）　　										　																
（ ６ －３７）

　　　地震時）	　	
（ ６ －３８）

　・壁面強化材と土の摩擦特性が引抜き試験などで求められている場合

　　　常　時）

	
（ ６ －３９）

　　　地震時）			
（ ６ －４０）

TP＝ FS

2（α1c＋α2σvtan  ）Leφ

TPE＝ FSE

2（α1c＋α2σvtan  ）LeEφ

TP＝ FS

2（c＊  　＋σvtan   ）Leφ＊  

TPE＝ FSE

2（c＊  　＋σvtan   ）LeEφ＊  
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　　ここに，	

	 W	：主補強材間の抜け出し土塊重量（kN/m）

	 γ	 ：盛土材料の単位体積重量（kN/m3）

	 V	：主補強材の敷設間隔（m）

	 lw	：主補強材間ののり面の長さ（m） θcos
Vlw = 　　	

	 r	 ：崩壊半径（m）
cos2

wlr 　　	

	 θ	 ：壁面の傾斜角（rad）

	 kh	：設計水平震度

　　　Tavail,	TavailE	：壁面強化材が発揮可能な引張力（kN/m）

　常時及び地震時における壁面強化材の引張力 Tavailは，式（ ６ －３５），式（ ６

－３６）に示すように，壁面強化材の設計引張強さ TA，TAEと引抜き抵抗力 TP，

TPEのうち小さい方の値を用いる。

　　　常　時）　Tavail ＝ min（TA，TP）　																				　	　						 （ ６ －３５）

　　　地震時）　TavailE＝ min（TAE，TPE）																														 （ ６ －３６）

　常時及び地震時における壁面強化材の引抜き抵抗力 TP，TPEは，式（ ６－３７），

式（ ６－３８）及び式（ ６－３９），式（ ６－４０）より求める。

　・壁面強化材と土の摩擦特性が引抜き試験などで求められない場合

　　　常　時）　　										　																
（ ６ －３７）

　　　地震時）	　	
（ ６ －３８）

　・壁面強化材と土の摩擦特性が引抜き試験などで求められている場合

　　　常　時）

	
（ ６ －３９）

　　　地震時）			
（ ６ －４０）

TP＝ FS

2（α1c＋α2σvtan  ）Leφ

TPE＝ FSE

2（α1c＋α2σvtan  ）LeEφ

TP＝ FS

2（c＊  　＋σvtan   ）Leφ＊  

TPE＝ FSE

2（c＊  　＋σvtan   ）LeEφ＊  
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誤 正
P24�　図 ６ －２２変更

P244　図 ６ －２４変更

P245　式（ ６ －４４）変更

P246　式（ ６ －４６）変更

正誤表／ 6

　　ここに，	

	 Le,LeE	 ：常時及び地震時における壁面強化材の定着長（m）

	 α 1,α 2	 ：補正係数（表 ４－１２参照）

	 c*	 ：引抜き試験による見掛けの粘着力（kN/m2）

	 φ   *	 ：引抜き試験による見掛けのせん断抵抗角（°）

	 σv	 ：壁面強化材と土の接触面における鉛直応力（kN/m2）

	 FS ,FSE	 ：常時及び地震時の引抜きに対する安全率

　PW及び PWEは，主補強材間に配置する n段の鋼製枠で支えるとすると，鋼

製枠１段に作用する荷重を等分布の土圧に置き換えると式（ ６ －４１），式（ ６

－４２）より求められる。

　　　常　時）　　						　								　　								　				　	　	
（ ６ －４１）

　　　地震時）				　　　　　　　　　　　	　　　　	 　
（ ６－４２）

　　ここに，

	 w,  wE		 ：常時及び地震時において壁面材に作用する土圧（kN/m2）

	 n	 ：主補強材間の壁面材の数量

	 hw	 ：壁面材の高さ（m）

　これより，鋼製枠を構成する部材の安全性の照査は，図 ６－２２に例示するよ

うに，鋼製枠の構造に応じた梁モデルにより，曲げモーメント及びせん断力を

求め，各部材の許容応力度を上回らないことを照査する。

w

W

hn
P

w
⋅

=

w

WE
E hn

P
w

⋅
=

⒜　斜体材で支持する場合

図 ６ －２２　鋼製枠形式の断面照査の例

⒝　上下端で支持する場合

W W
W

W
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　　ここに，	

	 Le,LeE	 ：常時及び地震時における壁面強化材の定着長（m）

	 α 1,α 2	 ：補正係数（表 ４－１２参照）

	 c*	 ：引抜き試験による見掛けの粘着力（kN/m2）

	 φ   *	 ：引抜き試験による見掛けのせん断抵抗角（°）

	 σv	 ：壁面強化材と土の接触面における鉛直応力（kN/m2）

	 FS ,FSE	 ：常時及び地震時の引抜きに対する安全率

　PW及び PWEは，主補強材間に配置する n段の鋼製枠で支えるとすると，鋼

製枠１段に作用する荷重を等分布の土圧に置き換えると式（ ６ －４１），式（ ６

－４２）より求められる。

　　　常　時）　　						　								　　								　				　	　	
（ ６ －４１）

　　　地震時）				　　　　　　　　　　　	　　　　	 　
（ ６－４２）

　　ここに，

	 w,  wE		 ：常時及び地震時において壁面材に作用する土圧（kN/m2）

	 n	 ：主補強材間の壁面材の数量

	 hw	 ：壁面材の高さ（m）

　これより，鋼製枠を構成する部材の安全性の照査は，図 ６－２２に例示するよ

うに，鋼製枠の構造に応じた梁モデルにより，曲げモーメント及びせん断力を

求め，各部材の許容応力度を上回らないことを照査する。

w

W

hn
P

w
⋅

=

w

WE
E hn

P
w

⋅
=

⒜　斜体材で支持する場合

図 ６ －２２　鋼製枠形式の断面照査の例

⒝　上下端で支持する場合

w w
w

w
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　②　コンクリートパネル形式の場合

　図 ６－２３に示すようなコンクリートパネル形式等の剛な壁面工では，連結

部に生じる引張力は式（ ６ －２８），（ ６ －２９）において補正係数（λ）を ０.７５

として求める。

　剛な壁面材では，連結部に生じる引張力 Tを，図 ６－２４に示すように，等

価な等分布荷重に置き換えてパネル作用させ，パネルに生じる曲げモーメン

ト及びせん断力を算定し，構成するコンクリートや鉄筋の許容応力度を超え

ないことを照査する。

　③　巻込み形式の場合

　巻込み形式のうち，図 ６－２５に示すように，折り返したジオテキスタイル

を埋め込んで固定する箇所では，ジオテキスタイルに生じる引張力によって，

折り返したジオテキスタイルが引き抜けない程度の折返し敷設長さを必要と

図 ６ －２３　コンクリートパネル形式（剛な壁面工）とジオテキスタイルの連結

コンクリートパネル 連結部

ジオテキスタイル

T

T

図 ６ －２４　コンクリートパネル形式の断面照査の例

ω（引張力に相当する分布荷重）

支点 （連結部）

l（パネル長）
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　②　コンクリートパネル形式の場合

　図 ６－２３に示すようなコンクリートパネル形式等の剛な壁面工では，連結

部に生じる引張力は式（ ６ －２８），（ ６ －２９）において補正係数（λ）を ０.７５

として求める。

　剛な壁面材では，連結部に生じる引張力 Tを，図 ６－２４に示すように，等

価な等分布荷重に置き換えてパネル作用させ，パネルに生じる曲げモーメン

ト及びせん断力を算定し，構成するコンクリートや鉄筋の許容応力度を超え

ないことを照査する。

　③　巻込み形式の場合

　巻込み形式のうち，図 ６－２５に示すように，折り返したジオテキスタイル

を埋め込んで固定する箇所では，ジオテキスタイルに生じる引張力によって，

折り返したジオテキスタイルが引き抜けない程度の折返し敷設長さを必要と

図 ６ －２３　コンクリートパネル形式（剛な壁面工）とジオテキスタイルの連結

コンクリートパネル 連結部

ジオテキスタイル

T

T

図 ６ －２４　コンクリートパネル形式の断面照査の例

w（引張力に相当する分布荷重）

支点 （連結部）

l（パネル長）
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L=LSE+LeE=LSE+
FS TreqE

2（α1c+α2 σv tan   ）φ
L=LSE+LeE=LSE+

FSE TreqE

2（α1c+α2 σv tan   ）φ

L=LS E+Le E=LSE+
FS TreqE

2（c*+σv tan *）φ
L=LS E+Le E=LSE+

FSE TreqE

2（c*+σv tan *）φ



正誤表／ 7

誤 正
P246　上から ８ ～ ９ 行目変更

　　　　　常　時；Treq＝vKG （γh+w1＋w2＋w3）
　　　　　地震時； TreqE＝v｛KG’（γh+w1’＋w3）+Δt｝

　　　　　常　時；Treq＝VKG （γh+w1＋w2＋w3）
　　　　　地震時； TreqE＝V｛KG’（γh+w1’＋w3）+Δt｝

P246　上から１６～１７行目変更

　　　　　常　時；＝ γh+w1 +w2 ＋ w3

　　　　　地震時；＝ γh+w1’ ＋ w3

　　　　　常　時；＝ γh+w1 
　　　　　地震時；＝ γh+w1’

P246　図 ６ －２６変更

P255　式（ ６ －５１）変更

P264　上から ８ 行目

λ：低減係数（＝ ０.７） λ：低減係数（＝ ０.７５）

　　ジオテキスタイルと土の摩擦特性が引抜き試験などで求められている場合

　　　常　時）�
（ ６ －４５）

　　　地震時）�
（ ６ －４６）

　　ここに，

� T	：各段のジオテキスタイルに発生する引張力（kN/m）

� �　常　時；Treq＝ vKG�（γh+w1 ＋ w2 ＋ w3）　　

� �　地震時；�TreqE＝ v｛KG’（γh+w1’＋ w3）+Δt｝

� L�：各段の必要敷設長（m）

� LS，LSE�：常時及び地震時における各段の壁面から ΣTreq及び ΣTreqE	

　　が最大となるすべり面までの水平距離（m）

� Le，LeE：常時及び地震時における各段のジオテキスタイルの必要定�

� �　着長（m）（≧ １.０m）

� σv�：各段のジオテキスタイルの定着部に作用する鉛直土圧（kN/m2）

　　　　　　　　常　時；＝ γh+w1�+w2 ＋ w3

　　　　　　　　地震時；＝ γh+w1’＋ w3

L=LS+Le=LS+
FS Treq

2（c*+σv tan *）φ

L=LS E+Le E=LSE+
FSE TreqE

2（c*+σv tan *）φ

図 ６ －２６　ジオテキスタイルの敷設長の算出

必要引張力ΣTreqまたは
ΣTreqEが最大となる円弧

wL

h

H v

ジオテキスタイル

Le ，LeE

LS ，LSE σv
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　　ジオテキスタイルと土の摩擦特性が引抜き試験などで求められている場合

　　　常　時）�
（ ６ －４５）

　　　地震時）�
（ ６ －４６）

　　ここに，

� T	：各段のジオテキスタイルに発生する引張力（kN/m）

� �　常　時；Treq＝ VKG�（γh+w1 ＋ w2 ＋ w3）　　

� �　地震時；�TreqE＝ V｛KG’（γh+w1’＋ w3）+Δt｝

� L�：各段の必要敷設長（m）

� LS，LSE�：常時及び地震時における各段の壁面から ΣTreq及び ΣTreqE	

　　が最大となるすべり面までの水平距離（m）

� Le，LeE：常時及び地震時における各段のジオテキスタイルの必要定�

� �　着長（m）（≧ １.０m）

� σv�：各段のジオテキスタイルの定着部に作用する鉛直土圧（kN/m2）

　　　　　　　　常　時；＝ γh+w1�+w2 ＋ w3

　　　　　　　　地震時；＝ γh+w1’＋ w3

L=LS+Le=LS+
FS Treq

2（c*+σv tan *）φ

L=LS E+Le E=LSE+
FSE TreqE

2（c*+σv tan *）φ

図 ６ －２６　ジオテキスタイルの敷設長の算出

必要引張力ΣTreqまたは
ΣTreqEが最大となる円弧

wL

h

H V

ジオテキスタイル

Le ，LeE

LS ，LSE σv
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誤 正
P264　上から１０行目

（＝ 2 φ/3）（°） （常時＝ 2 φ/3，地震時＝φ/2）（°）

P265　式（ ６ －６４）変更

P272　上から ６ 行目

BLi ＝ BL ＋ z（z ＝ h ＋ １.０ ｍ） BLi ＝ BL ＋ z（z ＝ h ＋ １.０ m）

P27�　ⅶの式　変更

T＝vKGσv＝vKG（γh＋w1＋w2）≦TA T＝VKGσv＝VKG（γh＋w1＋w2）≦TA

P27�　表 ６ － ７ 中変更

P274　ⅸの式　変更

T＝λvKGσv＝λvKG（γh＋w1＋w2）≦TBW T＝λVKGσv＝λVKG（γh＋w1＋w2）≦TBW

P274　表 ６ － ８ 中変更

（ ）{ } （ ）
（ ）yh

h
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WkWcRΣ RΣF
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+−+
=

α

φθθφαα

sin

tansincostansincos ＋ （ ）{ } （ ）
（ ）yh

h
SE

WkRW

WkWcRΣ RΣTF
+Σ

+−+
=

α

φθθφαα

sin

tansincostansincos ＋
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（m）

v
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（m）

v
（m） i h

（m）
V

（m）



正誤表／ 9

誤 正
P278　下から ３ 行目

ⅳ　嵩上げ盛土荷重 w1 ⅳ　嵩上げ盛土荷重 w1’

P278　下から １ 行目

（H1）より嵩上げ盛土荷重を求める。 （H1’）より嵩上げ盛土荷重を求める。

P279　上から １ ・ ２ 行目

 　　　　　H1 ＝ １.０m
 　　　　　w1’＝γH1＝１９.０×１.０＝１９.０ kN/m2

　　　　　H1’ ＝ １.０m
　　　　　w1’＝γH1’＝１９.０×１.０＝１９.０ kN/m2

P280　ⅶの式　変更
TE＝v（KG σv＋Δt）＝v｛KG（γh＋w1’＋w2）＋Δt ｝≦TAE TE＝V（KG σv＋Δt）＝V｛KG（γh＋w1’＋w2）＋Δt ｝≦TAE

P280　表 ６ －１２中変更

P280　ⅷの式　変更

P28�　表 ６ －１３中変更

i h
（m）

v
（m） i h

（m）
V

（m）

L＝LS＋Le＝LS＋
FS T

2（α1c＋α2σv tan ）φ
L＝LSE＋LeE＝LSE＋

FSE TE

2（α1c＋α2σv tan ）φ

のり面からすべり面
までの距離 Ls（m） 

必要定着長
Le（m）

のり面からすべり面
までの距離 LSE（m） 

必要定着長
LeE（m）



正誤表／ �0

2.1813.1 ≧=
⋅+⋅

=
E

EB
SE ΣH

ΣVLcF µ ・・・OK 2.155.2 ≧=
⋅+⋅

=
E

EB
SE ΣH

ΣVLcF µ ・・・OK

誤 正
P282　ⅲの式　変更

P282　ⅲの表中変更

P282　ⅴの式　変更

P288　下から １ 行目　変更

T ＝ vKG σv ＝ vKG（γh ＋ w1 ＋ w2）≦ TA T ＝ VKG σv ＝ VKG（γh ＋ w1 ＋ w2）≦ TA

P289　表 ６ －１５中変更

P289　ⅷの式　変更

T＝λvKG σv＝λvKG（γh＋w1＋w2）≦TBW T＝λVKG σv＝λVKG（γh＋w1＋w2）≦TBW

P289　表 ６ －１６中変更

P298　ⅵの式　変更
T ＝ vKG σv ＝ vKG（γh ＋ w1 ＋ w2）≦ TA T＝VKG σv＝VKG（γh＋w1＋w2）≦TA

Fs 判定 FSE 判定

qE＝ ＝171.02≦ ＝900 kN/m2・・・OK
ΣVE

LB

qu

FS
qE＝ ＝171.02≦ ＝900 kN/m2・・・OK

ΣVE

LB

qu

FSE

i h
（m）

v
（m） i h

（m）
V

（m）

i h
（m）

v
（m） i h

（m）
V

（m）



正誤表／ ��

誤 正
P298　表 ６ －１９中変更

P���　中段文章変更

P��2　図 ６ －８５　変更

i h
（m）

v
（m） i h

（m）
V

（m）

　ブロックの中詰めを砕石などで行う場合は，突き棒などを使用して十分に締

固めなければならない。また，コンクリートを使用する場合には，打継ぎ目と

ブロック間の目地が同一位置とならないように施工しなければならない。写真

6 － 1 ～ 6 － 3 には，壁面工をブロック形式とした垂直な補強土壁を施工

した際の状況を示す。

⑸　縦断勾配の処理

　補強土壁の仕上げ面が縦断勾配を有する場合は，以下の方法で処理を行う。

　①　壁面工天端を縦断勾配に合せる方法

　②　嵩上げ盛土の高さを変化させる方法

　いずれの方法を用いるかは，壁面工の形式や用地の制約条件及び現場の施工

条件などを考慮して決定する。図 6 － 84は，巻込み形式における処置の例で

ある。図 6 － 85は，天端に笠コンクリートを設けて処理する場合の例である

が，現場打ちの笠コンクリートで処理する場合は，原地盤の不同沈下や施工後

に生じる壁面の変位によってクラックが発生しないように，その延長方向に適

当な間隔で鉛直目地を設けるものとする。写真 6 － 4 は，鋼製枠による処置

の例である。

道路中心線

道路側線

道路中心線

道路側線

土のう ジオテキスタイル

土のうを用いる場合

図 6 －84　縦断勾配処理の例

⒜　壁面天端を縦断勾配に合せる方法 ⒝　嵩上げ盛土の高さを変化させる方法

─ 331 ─

⑹　壁面材の取扱い

　壁面材を使用する場合の，取扱い上の注意事項を以下に示す。

壁面勾配 鉛直目地 場所打ちコンクリート笠石

路面

図 ６ －８５　縦断勾配の処理に対する笠石の使用例

⒜　現場打ちコンクリート笠石を設ける場合

⒝　プレキャスト笠石を設ける場合

写真 ６ － ４　鋼製枠と現場打ちコンクリート笠石による縦断勾配の処理例

壁面勾配 プレキャスト笠石
頭部調整コンクリート

─ 332 ─

⑹　壁面材の取扱い

　壁面材を使用する場合の，取扱い上の注意事項を以下に示す。

壁面勾配 鉛直目地 場所打ち笠コンクリート

路面

図 ６ －８５　縦断勾配の処理に対する笠コンクリートの使用例

⒜　現場打ち笠コンクリートを設ける場合

⒝　プレキャスト笠コンクリートを設ける場合

写真 ６ － ４　鋼製枠と現場打ち笠コンクリートによる縦断勾配の処理例

壁面勾配 プレキャスト笠コンクリート
頭部調整コンクリート

─ 332 ─
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固めなければならない。また，コンクリートを使用する場合には，打継ぎ目と

ブロック間の目地が同一位置とならないように施工しなければならない。写真

6 － 1 ～ 6 － 3 には，壁面工をブロック形式とした垂直な補強土壁を施工

した際の状況を示す。

⑸　縦断勾配の処理

　補強土壁の仕上げ面が縦断勾配を有する場合は，以下の方法で処理を行う。

　①　壁面工天端を縦断勾配に合せる方法

　②　嵩上げ盛土の高さを変化させる方法

　いずれの方法を用いるかは，壁面工の形式や用地の制約条件及び現場の施工

条件などを考慮して決定する。図 6 － 84は，巻込み形式における処置の例で

ある。図 6 － 85は，天端に笠石を設けて処理する場合の例であるが，現場打

ちのコンクリート笠石で処理する場合は，原地盤の不同沈下や施工後に生じる

壁面の変位によってクラックが発生しないように，その延長方向に適当な間隔

で鉛直目地を設けるものとする。写真 6 － 4 は，鋼製枠による処置の例である。
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図 6 －84　縦断勾配処理の例

⒜　壁面天端を縦断勾配に合せる方法 ⒝　嵩上げ盛土の高さを変化させる方法

─ 331 ─
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誤 正
P��2　写真 ６ － ４ キャプション変更

P�44　上から ４ ～ ６ 行目

P�49　 ６ 行目変更

高　  さ；最大11.5 mｍ 高　  さ；最大 11.5 m

⑹　壁面材の取扱い

　壁面材を使用する場合の，取扱い上の注意事項を以下に示す。

壁面勾配 鉛直目地 場所打ちコンクリート笠石

路面

図 ６ －８５ 縦断勾配の処理に対する笠石の使用例

⒜　現場打ちコンクリート笠石を設ける場合

⒝　プレキャスト笠石を設ける場合

写真 ６ － ４　鋼製枠と現場打ちコンクリート笠石による縦断勾配の処理例

壁面勾配 プレキャスト笠石
頭部調整コンクリート
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⑹　壁面材の取扱い

　壁面材を使用する場合の，取扱い上の注意事項を以下に示す。

壁面勾配 鉛直目地 場所打ち笠コンクリート

路面

図 ６ －８５ 縦断勾配の処理に対する笠コンクリートの使用例

⒜　現場打ち笠コンクリートを設ける場合

⒝　プレキャスト笠コンクリートを設ける場合
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繰り返しながら本体構造を構築していく。その際，壁面近傍での作業は，高所

作業となる場合が殆どであり，常に墜落事故の危険性を伴うため，高さ 2.0m

以上の作業は高所作業であることを理解して，墜落防止のための必要な措置を

とり，常に安全な作業を心掛けるものとする。また，場所打ちコンクリートに

よる笠石や防護柵を設ける場合は，作業を行ううえで十分に広く，安全な足場

を設けることが重要である。

⑵　盛土材の敷均し・締固め作業

盛土材の敷均し・締固め作業では，壁面から 1.0m 程度の距離を境に壁面側

は人力施工を基本とし，一般部とは異なる小規模な施工機械を用いて敷均し・

締固め作業が行われる。また壁面近傍は，狭隘な箇所での作業となるなど，施

工機械と作業員が混在し接触事故などが発生しやすい。このような個所での事

故を防ぐには，事前に運転者，作業員及び作業主任者または作業指揮者との間

で，作業方法，作業手順等に関する作業計画を入念に協議し，安全確保の対策

を立てるものとする。

⑶　斜面の切土及び掘削

　補強土壁の施工では，背後の地山斜面の切土，掘削を行う場合が多い。こう

した土工の際には，一時的に標準のり面勾配より急に掘削することが多いため，

掘削中あるいは掘削終了後に崩壊を起こす危険性がある。掘削に際しては，事

前調査を行うとともに「労働安全衛生規則第 ３５６ 条」を遵守して切土を実施す

るものとする。なお，これを満足しない地山掘削の場合には，別途地山の安定

性の検討を行い，土留・支保工等の処置を施す必要がある。また，施工中にお

いては，地質の状況，浮石，湧水，降雨等の状況に応じて適切な安全管理を行

うものとする。

─ 344 ─
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で，作業方法，作業手順等に関する作業計画を入念に協議し，安全確保の対策

を立てるものとする。

⑶　斜面の切土及び掘削

　補強土壁の施工では，背後の地山斜面の切土，掘削を行う場合が多い。こう

した土工の際には，一時的に標準のり面勾配より急に掘削することが多いため，

掘削中あるいは掘削終了後に崩壊を起こす危険性がある。掘削に際しては，事

前調査を行うとともに「労働安全衛生規則第 ３５６ 条」を遵守して切土を実施す

るものとする。なお，これを満足しない地山掘削の場合には，別途地山の安定

性の検討を行い，土留・支保工等の処置を施す必要がある。また，施工中にお
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※2020年7月29日　追加

Ｐ270　下から3行目　　（誤）設計水平濃度　　（正）設計水平震度




